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山崎断層帯の長期評価（一部改訂） 

 

 

山崎（やまさき）断層帯は、岡山県東部から兵庫県南東部にかけて分布する活断層

帯である。ここでは、平成７年度に岡山県によって行われた調査、平成７年度から12

年度にかけて兵庫県によって行われた調査及び平成19年度に産業技術総合研究所に

よって行われた調査をはじめ、これまでに行われた調査研究成果に基づいて、草谷（く

さだに）断層を含めた山崎断層帯について次のように評価した。*1 

 

１．断層帯の位置及び形状 

山崎断層帯は、那岐山（なぎせん）断層帯、山崎断層帯主部、草谷断層の３つの起

震断層に区分される（図１、図２）。 

那岐山断層帯は、岡山県苫田（とまた）郡鏡野町から岡山県勝田郡奈義（なぎ）町

に至る断層帯である。長さは約32kmで、ほぼ東西方向に延びており、断層帯の北側が

南側に対して相対的に隆起する断層帯である（表１）。 

山崎断層帯主部は、岡山県美作（みまさか）市（旧 勝田郡勝田町）から兵庫県三

木市に至る断層帯で、ほぼ西北西－東南東方向に一連の断層が連なるように分布して

いる。全体の長さは約79kmで、左横ずれが卓越する断層帯である（表３）。 

草谷断層は、兵庫県三木市から兵庫県加古川市にかけて分布する断層である。長さ

は約13kmで、東北東－西南西方向に延びる右横ずれが卓越する断層である（表５）。 

なお、山崎断層帯主部は、兵庫県姫路市より北西側と兵庫県神崎（かんざき）郡福

崎町より南東側とではそれぞれ最新活動時期が異なる。このため、ここでは北西部及

び南東部に分けて評価を行った。（図２、表３、表４）。 

 

２．断層帯の過去の活動 

(1) 那岐山断層帯 

那岐山断層帯の平均的な上下方向のずれの速度は約0.06－0.09m／千年であった可

能性があるが、最新活動時期の正確な年代は不明である。また、既往の研究成果によ

る直接的なデータではないが、経験則から求めた１回のずれの量と平均的なずれの速

度に基づくと、平均活動間隔は２万４千－５万３千年程度であった可能性がある（表

１）。 

(2) 山崎断層帯主部 

北西部の平均的な左横ずれ速度は約１m／千年で、最新の活動時期は868年（貞観10
                                                   
*1山崎断層帯については、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2003）により、それまでに行われた調査結果に

基づいた長期評価が公表されているが、産業技術総合研究所（2008）などによって同断層帯主部の活動履歴に関

する新たな知見が得られたことから今回再評価を行い、評価を一部改訂した。 
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年）の播磨国地震であったと推定され、１つ前の活動時期は約３千４百年前以後、約

２千９百年前以前であった可能性がある。活動時の左横ずれの量は２－５m程度で、

平均活動間隔は約１千８百－２千３百年であった可能性がある（表３）。 

また、南東部の平均的な左横ずれ速度は、0.8m／千年程度であった可能性がある。

最新の活動時期は４世紀以後、６世紀以前で、平均活動間隔は３千９百年程度であっ

た可能性がある（表３）。 

(3) 草谷断層 

草谷断層の平均的な右横ずれ速度は、約0.2m／千年であった可能性がある。最新の

活動時期は４世紀以後、12世紀以前と推定され、平均活動間隔は６千５百年程度であ

った可能性がある（表５）。 

 

３．断層帯の将来の活動 

(1) 那岐山断層帯 

那岐山断層帯では、マグニチュード（M）7.3程度の地震が発生する可能性があり、

そのとき断層帯の北側が南側に対して２－３m程度高まる段差が生ずる可能性がある

（表１）。 

本断層帯は、最新活動時期が判明していないので、最新活動後の経過率は不明であ

り、信頼度は低いが、将来このような地震が発生する長期確率は表２に示すとおりで

ある。 

本評価で得られた地震発生の長期確率には幅があるが、その最大値をとると、那岐

山断層帯は今後30年の間に地震が発生する確率が我が国の主な活断層の中ではやや

高いグループに属することになる（注１－３）。 

(2) 山崎断層帯主部 

北西部では、M7.7程度の地震が発生する可能性があり、そのときの左横ずれ量は２

－５m程度となる可能性がある（表３）。 

南東部では、M7.3程度の地震が発生する可能性があり、そのときの左横ずれ量は３

m程度となる可能性がある（表３）。 

なお、山崎断層帯主部全体が連動して活動することも考えられる。その場合、M8.0

程度の地震が発生する可能性がある。 

本断層帯において将来このような地震が発生する長期確率は表４に示すとおりで

ある。山崎断層帯主部全体が連動して活動する場合の地震発生確率は、北西部と南東

部それぞれの地震発生確率を超えないと考えられる。 

本評価で得られた地震発生の長期確率には幅があるが、その最大値をとると、北西

部は今後30年の間に地震が発生する確率が我が国の主な活断層の中ではやや高いグ

ループに属することになる（注１、２）。 

(3) 草谷断層 

草谷断層では、M6.7程度の地震が発生する可能性があり、そのときの右横ずれの量

は１m程度となる可能性がある（表５）。 

草谷断層において将来このような地震が発生する長期確率は表６に示すとおりで

ある。 
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４．今後に向けて（注４） 

今回の評価では、山崎断層帯主部南東部の最新活動時期を絞り込むデータが得られ

たことにより、同区間の将来の地震発生確率についてより信頼度の高い評価とするこ

とができた。しかしながら、山崎断層帯の長期評価について次のような課題が残され

ている。 

那岐山断層帯は、過去の活動履歴がほとんど知られていないことから、過去の活動

履歴全般について更なる調査が必要である。 

山崎断層帯主部では、全体的に平均活動間隔に関する信頼性の高いデータが得られ

ていない。また、本断層帯の南東部は、その形状が明瞭ではなく、北西部と最新活動

時期が異なる上に、三木断層については過去の活動履歴に関する信頼性が低いと考え

られる。南東部と北西部の位置関係及び連動の有無を明らかにする観点並びに活動履

歴の信頼性を向上させる観点から、更なる調査が必要である。 

草谷断層では、平均活動間隔の信頼性が低い上に、最新活動時期も十分絞り込まれ

ていないため、これらの信頼性を向上させる観点で更なる調査が必要である。 
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図１ 山崎断層帯の概略位置図 

（長方形は図２の範囲） 
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図２ 山崎断層帯の活断層位置と主な調査地点 

１：古町地点 ２：西町地点 ３：青木地点 ４：安志地点 ５：川戸地点 

６：奥護持地点 ７：護持地点 ８：琵琶甲地点 ９：大島地点 10：草谷地点 

：断層帯の端部        ：山崎断層帯主部北西部及び南東部の境界 

活断層の位置は文献１、４、８、９及び10に基づく。 

基図は国土地理院発行数値地図200000「京都及大阪」「姫路」及び「高梁」を使用。



6 

 

表１ 那岐山断層帯の特性 

項 目 特 性 
信頼度 

（注５） 

根 拠 

（注６） 

１．断層帯の位置・形状 

 (1) 那岐山断層帯を

構成する断層 

津山北方の断層（注７）、那岐山（なぎせん）

断層 

 文献２、８による。 

 

(2) 断層帯の位置・形

状 

地表における断層帯の位置・形状 

断層帯の位置 

（西端） 北緯35°06.9′東経133°53.1′ 

（東端） 北緯35°09.1′東経134°13.7′ 

長さ        約32km 

地下における断層面の位置・形状 

長さ及び上端の位置 

地表での長さ・位置と同じ 

 

上端の深さ  ０km 

 

一般走向    Ｎ82°Ｅ 

傾斜        不明 

幅          不明 

（地震発生層の下限の深さは約15km） 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

◎ 

 

○ 

 

 

文献８、９による。位

置及び長さは図２か

ら計測。 

 

 

上端の深さが０kmで

あることから推定。 

断層露頭が各地で見

られることから推定。 

一般走向は、断層帯の

両端を直線で結んだ

方向。 

 

(3) 断層のずれの向

きと種類 

北側隆起の断層 

（右横ずれ成分を伴う） 

○ 文献９、11による。 

２．断層帯の過去の活動 

 (1) 平均的なずれの

速度 

約0.06－0.09 m／千年（上下成分） △ 文献11による。 

(2) 過去の活動時期 不明   

(3) １回のずれの量

と平均活動間隔 

１回のずれの量  ２－３m程度（上下成分） 

 

平均活動間隔  

２万４千－５万３千年程度 

△ 

 

 

△ 

断層の長さから推定。

傾斜不明のため傾斜

45ー90度を仮定。 

平均的なずれの速度

及び１回のずれの量

から推定。 

(4) 過去の活動区間 断層帯全体で１区間 △ 断層の地表形態から

推定。 

３．断層帯の将来の活動 

 (1) 将来の活動区間

及び活動時の地震の

規模 

活動区間      断層帯全体で１区間 

地震の規模    M7.3 程度 

ずれの量      ２－３m程度（上下成分） 

△ 

△ 

△ 

 

断層の長さから推定。 

断層の長さから推定。

傾斜45―90度を仮定。 
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表２ 那岐山断層帯の将来の地震発生確率等（注３） 

項 目 
将来の地震発生確率等 

（注８） 

信頼度 

（注９） 
備 考 

 

今後 30年以内の地震発生確率 

今後 50年以内の地震発生確率 

今後100年以内の地震発生確率 

今後300年以内の地震発生確率 

 

0.06%－0.1% 

0.1%－0.2% 

0.2-0.4% 

0.6%－１% 

 

d 

最新活動時期が不明のため、

平均活動間隔をもとにポア

ソン過程で推測した。 
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表３ 山崎断層帯主部の特性 

項 目 特 性 
信頼度 

（注５） 

根 拠 

（注６） 

１．断層帯の位置・形状 

 (1) 山崎断層帯主

部を構成する断層 

（北西部） 

大原断層、土万（ひじま）断層、安富断層、

暮坂峠（くれさかとうげ）断層 

（南東部） 

琵琶甲断層、三木断層 

 文献２、８による。 

 

(2) 断 層 帯 の 位

置・形状 

地表における断層帯の位置・形状 

断層帯の位置 

（北西部） 

（北西端）北緯35°08.4′東経134°16.0′ 

（南東端）北緯34°53.2′東経134°43.8′ 

（南東部） 

（北西端） 北緯34°57.5′東経134°45.2′ 

（南東端） 北緯34°47.0′東経135°00.8′ 

長さ         約79km 

うち北西部 約51km 

南東部 約31km 

 

 

 

◎ 

 

 

◎ 

 

◎ 

◎ 

◎ 

 

 

 

文献１、９による。 

位置及び長さは図２か

ら計測。 

 

地下における断層面の位置・形状 

長さ及び上端の位置 

（両部とも） 地表での長さ・位置と同じ 

上端の深さ 

（両部とも） ０km 

 

一般走向 

（北西部） Ｎ57°Ｗ 

（南東部） Ｎ51°Ｗ 

傾斜 

（両部とも） ほぼ垂直（地表近傍） 

 

 

幅 

（両部とも） 約20km 

 

 

○ 

 

◎ 

 

 

◎ 

◎ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

上端の深さが０kmであ

ることから推定。 

断層露頭が各地で見ら

れることから推定。 

 

断層帯の両端を直線で

結んだ方向。 

 

変位地形調査、反射法弾

性波探査、トレンチ調査

等の結果から推定。 

 

断層面の傾斜と地震発

生層の下限の深さから

推定。 

(3) 断層のずれの

向きと種類 

左横ずれ断層（両部とも） 

（北東側隆起の上下成分を伴う） 

◎ 文献２などに示される

変位地形調査の結果に

よる。 
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２．断層帯の過去の活動 

 (1) 平均的なずれ

の速度 

 

（北西部） 

約１m／千年（左横ずれ成分） 

0.1m／千年程度以下（上下成分） 

（南東部） 

0.8ｍ／千年程度（左横ずれ成分） 

0.03－0.1m／千年程度（上下成分） 

 

○ 

△ 

 

△ 

△ 

 

文献11による。 

文献３による。 

 

文献４、８による。 

文献４、８、10による。 

(2) 過去の活動時

期 

（北西部） 

活動１（最新活動） 

868年（貞観10 年）播磨国地震 

（トレンチ調査に基づくと９－13世紀） 

活動２（１つ前の活動） 

約３千４百年前以後、約２千９百年前以前 

（南東部） 

活動１（最新活動） 

４世紀以後、６世紀以前 

 

○ 

 

 

 

△ 

 

 

○ 

 

文献３、14による。 

 

 

 

文献５、13による。 

 

 

文献５、12、15による。 

(3) １回のずれの

量と平均活動間隔 

 

１回のずれの量 

（北西部） ２－５m程度（左横ずれ成分） 

 

（南東部） ３m 程度（左横ずれ成分） 

 

平均活動間隔 

（北西部） 約１千８百－２千３百年 

 

（南東部） ３千９百年程度 

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

 

△ 

 

文献11及び断層の長さ

から推定。 

断層の長さから推定。 

 

 

過去２回の活動より推

定。 

平均的なずれの速度及

び１回のずれの量から

推定。 

(4) 過去の活動区

間 

北西部及び南東部の２区間。 ○ 最新活動時期の違いか

ら推定。 

３．断層帯の将来の活動 

 (1) 将来の活動区

間及び活動時の地

震の規模 

 

活動区間 ２区間 

（北西部） 

地震の規模   M7.7程度 

ずれの量     ２－５m程度（左横ずれ成分） 

（南東部） 

地震の規模   M7.3程度 

ずれの量     ３m程度（左横ずれ成分） 

（全体） 

地震の規模   M8.0程度 

○ 

 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

 

△ 

 

 

断層の長さから推定。 

文献11及び断層の長さ

から推定。 

断層の長さから推定。 

断層の長さから推定。 

（説明文参照） 

断層の長さから推定。 
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表４ 山崎断層帯主部の将来の地震発生確率等 

項 目 
将来の地震発生確率等 

（注８） 

信頼度 

（注９） 
備 考 

（北西部） 

地震後経過率（注10） 

 

今後 30年以内の地震発生確率 

今後 50年以内の地震発生確率 

今後100年以内の地震発生確率 

今後300年以内の地震発生確率 

 

集積確率（注11） 

 

0.5－0.6 

 

0.09%－１% 

0.2%－２% 

0.4%－４% 

３%－20% 

 

0.2%－４% 

ｂ 

発生確率及び集積確率は、

文献７による。 （南東部） 

地震後経過率（注10） 

 

今後 30年以内の地震発生確率 

今後 50年以内の地震発生確率 

今後100年以内の地震発生確率 

今後300年以内の地震発生確率 

 

集積確率（注11） 

 

0.4 

 

ほぼ０%-0.01% 

ほぼ０%-0.02% 

0.002%-0.04% 

0.03%-0.3% 

 

ほぼ０%-0.03% 

ｃ 
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表５ 草谷断層の特性 

項 目 特 性 
信頼度 

（注５） 

根 拠 

（注６） 

１．断層の位置・形状 

 (1) 構成する断層 草谷断層  文献４による。 

(2) 断層の位置・形

状 

地表における断層の位置・形状 

断層の位置 

（北東端） 北緯34°47.3′東経135°00.1′ 

（南西端） 北緯34°43.6′東経134°53.1′ 

長さ          約13km 

 

 

◎ 

 

◎ 

 

 

文献４、10による。 

位置及び長さは図２か

ら計測。 

地下における断層面の位置・形状 

長さ及び上端の位置 

地表での長さ・位置と同じ 

上端の深さ    ０km 

一般走向      Ｎ58°Ｅ 

 

傾斜          ほぼ垂直（地表近傍） 

幅            約15km 

 

 

○ 

◎ 

◎ 

 

○ 

○ 

 

上端の深さが０kmであ

ることから推定。 

 

一般走向は、断層の両端

を直線で結んだ方向。 

文献４による。 

幅は、断層面の傾斜と地

震発生層の下限の深さ

から推定。 

 (3) 断層のずれの向

きと種類 

右横ずれ断層 

（北西側隆起の上下成分を伴う） 

◎ 文献４による。 

２．断層の過去の活動 

 (1) 平均的なずれの

速度 

約0.2 m／千年（右横ずれ成分） △ 文献１、９、10による。 

(2) 過去の活動時期 活動１（最新活動） 

４世紀以後、12世紀以前 

 

○ 

 

文献５、６による。 

(3) １回のずれの量

と平均活動間隔 

１回のずれの量  １m程度（右横ずれ成分） 

 

平均活動間隔    ６千５百年程度 

△ 

 

△ 

断層の長さから推定。 

 

平均的なずれの速度と

１回のずれの量から推

定。 

(4) 過去の活動区間 断層全体で１区間 ○  

３．断層の将来の活動 

 (1) 将来の活動区間

及び活動時の地震の

規模 

活動区間       断層全体で１区間 

地震の規模     M6.7程度 

ずれの量       １m程度（右横ずれ成分） 

△ 

△ 

△ 

 

断層の長さから推定。 

断層の長さから推定。 
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表６ 草谷断層の将来の地震発生確率等 

項 目 
将来の地震発生確率等 

（注８） 

信頼度 

（注９） 
備 考 

地震後経過率（注10） 

 

今後 30年以内の地震発生確率 

今後 50年以内の地震発生確率 

今後100年以内の地震発生確率 

今後300年以内の地震発生確率 

 

集積確率（注11） 

0.1－0.3 

 

ほぼ０% 

ほぼ０% 

ほぼ０% 

ほぼ０% 

 

ほぼ０% 

b 
発生確率及び集積確率

は、文献７による。 

 

注１：我が国の陸域及び沿岸域の主要な98の活断層帯のうち、2001年４月時点で調査結果が公表されているもの

について、その資料を用いて今後30年間に地震が発生する確率を試算すると概ね以下のようになると推定

される。 

98断層帯のうち約半数の断層帯：30年確率の最大値が0.1%未満 

98断層帯のうち約1/4の断層帯：30年確率の最大値が0.1%以上－３%未満 

98断層帯のうち約1/4の断層帯：30年確率の最大値が３%以上 

（いずれも2001年４月時点での推定。確率の試算値に幅がある場合はその最大値を採用） 

この統計資料を踏まえ、地震調査委員会の活断層評価では、次のような相対的な評価を盛り込むこととし

ている。 

今後30年間の地震発生確率(最大値)が３%以上の場合： 

「本断層帯は、今後30年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中では高いグループ

に属することになる」 

今後30年間の地震発生確率(最大値)が0.1%以上－３%未満の場合： 

「本断層帯は、今後30年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中ではやや高いグル

ープに属することになる」 

注２：1995年兵庫県南部地震、1858年飛越地震及び1847年善光寺地震の地震発生直前における30年確率と集積確

率 (うち、1995年兵庫県南部地震と1858年飛越地震については「長期的な地震発生確率の評価手法につい

て」（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2001）による暫定値)は以下のとおりである。 

地震名 活動した活断層 
地震発生直前の 

30 年確率（%） 

地震発生直前の 

集積確率（%） 

断層の平均活動 

間隔（千年） 

1995年兵庫県南部地震 

（Ｍ7.3） 

野島断層 

(兵庫県) 
0.4%－8% ２%－80% 約1.8－約3.0 

1858年飛越地震 

（Ｍ7.0－7.1） 

跡津川断層 

(岐阜県・富山県) 
ほぼ０%－10% 

ほぼ０%－ 

90%より大 
約1.9－約3.3 

1847年善光寺地震 

（Ｍ7.4） 

長野盆地西縁断層 

(長野県) 
ほぼ０%－20% 

ほぼ０%－ 

90%より大 
約0.8－約2.5 

 

「長期的な地震発生確率の評価手法について」に示されているように、地震発生確率は前回の地震後、十



13 

 

分長い時間が経過しても100％とはならない。その最大値は平均活動間隔に依存し、平均活動間隔が長いほ

ど最大値は小さくなる。平均活動間隔が２千年の場合は30年確率の最大値は12%前後、５千年の場合は５％

前後である。 

注３：那岐山断層帯では、最新活動時期が特定できていないため、通常の活断層評価で用いている更新過程（地

震の発生確率が時間とともに変動するモデル）により地震発生の長期確率を求めることができない。地震

調査研究推進本部地震調査委員会（2001）は、このような更新過程が適用できない場合には、特殊な更新

過程であるポアソン過程（地震の発生時期に規則性を考えないモデル）を適用せざるを得ないとしている

ことから、ここでは、ポアソン過程を適用して那岐山断層帯の将来の地震発生確率を求めた。しかし、ポ

アソン過程を用いた場合、地震発生の確率はいつの時点でも同じ値となり、本来時間とともに変化する確

率の「平均的なもの」になっていることに注意する必要がある。 

なお、グループ分けは、通常の手法を用いた場合の全国の主な活断層のグループ分け（注１参照）と同じ

しきい値（推定値）を使用して行なった。 

注４：詳細については、（説明）の「３.今後に向けて」を参照。 

注５：信頼度は、特性欄に記載されたデ－タの相対的な信頼性を表すもので、記号の意味は次のとおり。 

◎：高い、○中程度、△：低い 

注６：文献については、本文末尾に示す以下の文献。 

文献１：千田ほか（2002） 

文献２：福井（1981） 

文献３：兵庫県（1996） 

文献４：兵庫県（1999） 

文献５：兵庫県（2000） 

文献６：兵庫県（2001） 

文献７：地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001） 

文献８：活断層研究会編（1991） 

文献９：中田・今泉編（2002） 

文献10：岡田・東郷編（2000） 

文献11：岡山県（1996） 

文献12：産業技術総合研究所（2008） 

文献13：遠田ほか（1995） 

文献14：宇佐美（2003） 

文献15：吉岡ほか（2008） 

注７：「津山北方の断層」については、活断層研究会編（1991）では単に「津山北方」としか記載がないことか

ら、本評価に際しては便宜上この断層を「津山北方の断層」と、名称の後ろに「の断層」を付加して表記し

た。 

注８：評価時点はすべて2013年１月１日現在。「ほぼ０％」は0.001%未満の確率値を示す。なお、計算に当たっ

て用いた平均活動間隔の信頼度は低い（△）ことに留意されたい。 

注９：地震後経過率、発生確率及び現在までの集積確率（以下､発生確率等）の信頼度は、評価に用いた信頼でき

るデータの充足性から、評価の確からしさを相対的にランク分けしたもので、aからdの４段階で表す。各

ランクの一般的な意味は次のとおりである。 

a：（信頼度が）高い b：中程度 c：やや低い d：低い 



14 

 

発生確率等の評価の信頼度は、これらを求めるために使用した過去の活動に関するデータの信頼度に依存

する。信頼度ランクの具体的な意味は以下のとおりである。分類の詳細については付表を参照のこと。な

お、発生確率等の評価の信頼度は、地震発生の切迫度を表すのではなく、発生確率等の値の確からしさを

表すことに注意する必要がある。 

発生確率等の評価の信頼度 

ａ：過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が比較的高く、これを用いて求めた発生確率等の

値の信頼性が高い。 

ｂ：過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が中程度で、これを用いて求めた発生確率等の値

の信頼性が中程度。 

ｃ：過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が低く、これを用いて求めた発生確率等の値の信

頼性がやや低い。 

ｄ：過去の地震に関する信頼できるデータの充足度が非常に低く、これを用いて求めた発生確率等の

値の信頼性が低い。このため、今後の新しい知見により値が大きく変わる可能性が高い。または、

最新活動時期のデータが得られていないため、現時点における確率値が推定できず、単に長期間

の平均値を確率としている。 

注10：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を、平均活動間隔で割った値。最新の地震発生時

期から評価時点までの経過時間が、平均活動間隔に達すると1.0 となる。今回の評価の数字のうち例えば

山崎断層帯主部（北西部）の0.5は1,100年を2,300年で割った値であり、0.6は1,100 年を1,800年で割った

値である。 

注11：前回の地震発生から評価時点までの間に地震が発生しているはずの確率。 



15 

 

（説明） 

１．山崎断層帯に関するこれまでの主な調査研究 

松田・岡田（1968）やHuzita（1969）などは、山崎断層帯主部が左横ずれの活断層であること

を指摘した。その後、安藤（1972）や福井（1981）により、河谷の屈曲量の計測など、山崎断層

帯主部周辺の変位地形が詳しく調査され、地域別に命名・区分が行われた。 

山崎断層帯付近の活断層の位置は、活断層研究会編（1991）、岡山県（1996）、兵庫県（1996，

1999，2000，2001）、岡田・東郷編（2000）、千田ほか（2002）、岡田ほか（2002）及び中田・

今泉編（2002）などに示されている。 

岡田ほか（1987）は安富断層において、遠田ほか（1995）及び岡山県（1996）は大原断層にお

いて、兵庫県（1996，1999，2000，2001）は土万（ひじま）断層、安富断層、暮坂峠（くれさか

とうげ）断層、琵琶甲断層、三木断層及び草谷（くさだに）断層において、加藤ほか（2007）は

暮坂峠断層において、産業技術総合研究所（2008）及び吉岡ほか（2008）は琵琶甲断層及び三木

断層において、トレンチ調査などの活動履歴に関する調査を行った。 

このほか、尾池・岸本（1976）をはじめとして微小地震観測及び地殻変動観測その他の数多く

の研究論文が、山崎断層研究グループに属する研究者から発表されている。 

 

２．山崎断層帯の評価結果 

山崎断層帯は、岡山県苫田（とまた）郡鏡野町から兵庫県三木市に至る断層帯で、那岐山（な

ぎせん）断層帯、山崎断層帯主部、草谷断層の３つの起震断層で構成される断層帯である（図１、

２）。 

大原断層から暮坂峠断層までの各断層の位置は、各資料でほぼ一致している。一方、津山北方

の断層、那岐山断層、土万断層の一部、琵琶甲断層及び三木断層の位置は、資料によりやや異な

る。 

また、草谷断層は、山崎断層帯主部の南東端付近において北東－南西方向に延びる断層である。

草谷断層は、山崎断層帯主部とは走向及びずれの向きが異なることから、松田（1990）の定義に

よれば別の起震断層になる。草谷断層は長さが約13kmであり、単独では評価の対象とはならない

が、山崎断層帯主部の南東端に位置する三木断層と非常に近接している上に、兵庫県（2000，2001）

により詳細な調査がなされており、また山崎断層帯主部とはずれの向きが共役的であるので評価

対象に含めた。 

後述するように、山崎断層帯主部を構成する断層のうち、大原断層、土万断層、安富断層及び

暮坂峠断層までの北西部と、琵琶甲断層及び三木断層の南東部とは、最新活動時期をはじめとし

た過去の活動履歴が異なるため、評価区分を分けることとする。 

 

２．１ 那岐山断層帯 

２．１．１ 那岐山断層帯の位置・形状 

（１）那岐山断層帯を構成する断層 

那岐山断層帯は、岡山県苫田郡鏡野町から岡山県勝田郡奈義（なぎ）町に至る断層帯で、西か

ら津山北方の断層及び那岐山断層で構成される断層帯である。那岐山断層帯と山崎断層帯主部と

の距離は５kmを僅かに下回るが、後述するように、断層帯の走向が異なる上に、大原断層以東は

左横ずれが主体であるのに対し、那岐山断層以西は北側隆起が主体で右横ずれ成分を伴うなど、
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ずれの向きも異なるため、両者は別の起震断層として区別する。 

 

（２）断層面の位置・形状 

那岐山断層帯の長さは約32kmで、走向はN82°Eである。 

断層面の上端の深さは、断層面が地表に現れている部分が各所にあることから０kmとなる。 

那岐山断層帯付近の地震発生層の深さの下限は約15kmであるが、断層面の傾斜が不明であるた

め、断層面の幅は不明である。 

 

（３）断層の変位の向き（ずれの向き）（注12） 

那岐山断層帯は、断層変位地形から判断すると、北側が南側に対して相対的に隆起する断層で

あると推定される。活断層研究会編（1991）では、津山北方の断層、那岐山断層ともに、北側隆

起の断層として記載している。また、岡山県（1996）及び中田・今泉編（2002）では、那岐山断

層について、右横ずれ成分の存在を指摘している。 

 

２．１．２ 那岐山断層帯の過去の活動 

（１）平均変位速度（平均的なずれの速度）（注12） 

岡山県（1996）は、奈義町日本原地点においてN2リニアメントに沿ってHⅡ段丘面に20－30 m、

HⅢ段丘面に20 mの低断層崖が認められることを指摘している。岡山県（1996）はHⅡ段丘面の形

成時期を35万年前、HⅢ段丘面の形成時期を25万年前と推定していることから、信頼度は余り高く

ないものの、この地点における平均変位速度（上下成分）は約0.06－0.09m／千年であった可能性

がある。 

 

（２）活動時期 

ａ）地形・地質的に認められた過去の活動 

岡山県（1996）は、那岐山断層について、陸上自衛隊日本原演習地内のHⅢ段丘面上をN2リニア

メントが通過する地点に断層崖が認められ、崖の末端付近においてローム層の直上に分布する黒

ボク土が、断層を挟んで北側が約60cm隆起するような変位を示していること、また、南側の黒ボ

ク土はロームの破片が含まれていることから、この露頭は断層活動後に直下のローム層ともども

崩壊して形成されたものと指摘した。しかし、露頭では黒ボク土と断層との関係は確認されてお

らず、この崩壊が断層活動に起因するかどうかも判断できないことから、この露頭から断層の活

動時期を議論することはできない。 

なお、活断層研究会編（1991）では、津山北方の断層について、更新世中期以降活動の形跡な

しとしているが、その具体的な根拠は示されておらず、また、これ以外に津山北方の断層の活動

時期に関する資料は得られていないため、那岐山断層の活動履歴を本断層帯の活動履歴と見なす

こととする。 

これ以外に、那岐山断層帯の活動時期に関する資料は得られていない。 

 

ｂ）先史時代・歴史時代の活動 

那岐山断層帯付近では、断層帯の活動と関係するような歴史時代の被害地震は知られていない。 
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以上のことから、那岐山断層帯の最新活動時期は不明である。 

 

（３）１回の変位量（ずれの量）（注12） 

那岐山断層帯では、１回の活動に伴う変位量に関する直接的な資料は得られていないが、断層

帯の長さである約32km並びに経験式(1)からは、１回の活動に伴う変位量は約3.2mと計算されるこ

とから、１回の活動に伴う変位量としては、３m程度であった可能性がある。 

用いた経験式は、松田ほか（1980）による次の式である。ここで、Lは１回の地震で活動する断

層の長さ（km）、Dは１回の活動に伴う変位量（m）である。 

D ＝ 10-1L          (1) 

 

（４）活動間隔 

那岐山断層帯では、平均活動間隔に関する信頼性の高いデータは得られていないが、上下方向

の平均変位速度である約0.06－0.09m／千年及び断層帯の長さ（約32km）から経験式を用いて求め

た１回の活動に伴う上下変位量（約2.2―3.2m）から計算すれば、平均活動間隔は２万４千－５万

３千年程度であった可能性がある。なお、傾斜は不明であるが、傾斜が45度から90度の間にある

ものとし、横ずれがないものとして上下変位量を算出した。 

 

（５）活動区間 

那岐山断層帯の過去の活動区間については、精度の良い資料が得られていないが、松田（1990）

の基準から、断層帯全体で１区間をなした可能性がある。 

 

（６）測地観測結果 

那岐山断層帯周辺の1887年以降の約100年間の測地観測結果では、東西方向の縮みが見られる

（図３－１）。一方、最近６年間のGNSS連続観測結果では顕著なひずみは見られない（図３－２）。 

 

（７）地震観測結果 

那岐山断層帯周辺の最近約12年間の地震観測結果によれば、断層帯付近の地震活動は比較的低

調である（図４－１）。断層帯付近における地震発生層の下限の深さは約15kmである（図４－１）。 

 

２．１．３ 那岐山断層帯の将来の活動 

（１）活動区間と活動時の地震の規模 

那岐山断層帯が活動した場合、経験式(2)からマグニチュード（M）7.3程度の地震が発生し、そ

の際には断層帯の北側が南側に対して２－３m程度高まる段差が生ずる可能性がある。 

用いた経験式は松田（1975）による次の式である。ここで、Lは１回の地震で活動する断層の長

さ（km）、Mはその時のマグニチュードである。 

logL ＝ 0.6M－2.9          (2) 

 

（２）地震発生の可能性 

那岐山断層帯の平均活動間隔は、直接的なデータではないが、２万４千－５万３千年程度の可
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能性がある。しかし、最新活動時期が特定できていないために、上記のようなM7.3程度の地震が

発生する長期確率を更新過程（地震の発生確率が時間と共に変動するモデル）を用いて評価する

ことができない。 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001）は、地震の発生確率を求めるに当たって、通常

の活断層評価で用いている更新過程が適用できない場合には、特殊な更新過程であるポアソン過

程（地震の発生時期に規則性を考えないモデル）を適応せざるを得ないとしている。信頼度の低

い平均活動間隔を用いた計算であることに十分留意する必要があるが、ポアソン過程を適用して

地震発生確率を求めると表２のとおりとなる。 

平均活動間隔の信頼性が低く、また値が十分絞り込まれていないため、地震発生確率にも幅が

あるが、もっとも高い値に注目すると、那岐山断層帯は今後30年の間に地震が発生する可能性が

我が国の主な活断層の中ではやや高いグループに属することになる。 

 

２．２ 山崎断層帯主部 

２．２．１ 山崎断層帯主部の位置・形状 

（１）山崎断層帯主部を構成する断層 

山崎断層帯主部は、岡山県美作市（旧 勝田郡勝田町）から兵庫県三木市に至る断層帯で、全

体として西北西－東南東方向に延びている。山崎断層帯主部は、後述するように、最新活動時期

の違いから大原断層、土万断層、安富断層及び暮坂峠断層までの北西部と、琵琶甲断層及び三木

断層の南東部に区分される。 

大原断層とその南東側の土万断層は１－２km程度の間隔で雁行・並走する。土万断層よりも南

東側では、断層帯は安富断層、暮坂峠断層の二つに分岐する。安富断層は、土万断層の延長方向

から走向をわずかに東向きに変えて東南東に延び、また、暮坂峠断層は土万断層のほぼ延長方向

に延びている。琵琶甲断層は、安富断層の延長上に位置するが、地表のトレースは断片的である。

三木断層は、更にその延長上に位置し、走向方向はおおむね調和的である。 

本断層帯は、活断層研究会編（1991）及び岡田・東郷編（2000）からは、断層の分布位置や長

さなどから安富断層と琵琶甲断層を境に起震断層が区分されると考えられていたが、その後、中

田・今泉編（2002）により、両者の間隔が５km を大きく下回ることが示されたため、起震断層を

この位置では区分しないこととした。ただし、後述するように、この位置を境として最新活動時

期をはじめとした過去の活動履歴が異なるため、評価区分を分けている。 

また、後述するように、北西部を構成する断層のうち、暮坂峠断層については、最新活動時期

における変位量が小さいことから、トレンチ調査で認められた過去の活動は最大規模の活動では

なかった可能性もある。 

 

（２）断層面の位置・形状 

山崎断層帯主部の一般走向は、断層帯の両端を端点に持つ線分と考えると、北西部がおおむね

N57°W、南東部はN51°Wとなる。断層帯の長さは、北西部が約51km、南東部が約31kmで、断層帯

全体の長さは約79kmである。 

断層面の上端の深さは、断層面が地表に現れている部分が各所にあることから０kmとなる。 

断層面の傾斜は、反射法探査、ボーリング等の調査結果や、断層露頭における観察結果等から、

北西部・南東部ともほぼ垂直と推定される。 
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断層面の幅は、後述するように、地震発生層の下限の深さが約20kmであること及び地下深部に

おける断層面の傾斜が地表付近と同様であるとすれば断層面が高角あるいはほぼ垂直と推定され

ることから、各部とも約20kmと推定される。 

 

（３）断層の変位の向き（ずれの向き）（注12） 

山崎断層帯主部は、断層変位地形から判断すると、北東側に隆起成分を持つような左横ずれ断

層であると考えられる。 

 

２．２．２ 山崎断層帯主部の過去の活動 

（１）平均変位速度（平均的なずれの速度）（注12） 

（北西部） 

大原断層西町地点（横ずれ成分）（図２の地点２） 

岡山県（1996）は、大原断層西町地点におけるトレンチ調査で砂礫層の基底面に左横ずれ変位

が認められること及び条痕がすべて水平であることに着目し、砂礫層の基底面の断層平行方向の

傾斜角（約7.5°）と見かけの上下変位（約3.9m）から、横ずれ変位量を約30mと算出した。この

砂礫層は、約３万年前（注13）と推定されることから、この地点における平均変位速度（横ずれ

成分）は約１m／千年であった可能性がある。 

 

大原断層中町地点（横ずれ成分） 

岡山県（1996）は、大原断層中町地点において、LⅡ面が削った段丘崖に30 mの左横ずれ変位が

見られるとしている。この近傍においてLⅡ面構成層に姶良Tn火山灰（約２万８千年前、注14）が

挟まれることから、LⅡ面の形成時期を約２万８千年前と考えると、この地点における平均変位速

度（横ずれ成分）は、約1.1m／千年であった可能性がある。 

 

安富断層安志地点（上下成分）（図２の地点４） 

兵庫県（1996）は、安富断層安志地点におけるトレンチ調査及び近傍で行ったボーリング調査

の結果から、D2層（礫混じり腐植質シルト、14C年代値から約１万３千年前）の上下変位量を1.2

－1.5m、また、姶良Tn火山灰層（約２万８千年前）の上下変位量を2.0－2.2mとしている。これか

ら、この地点の平均変位速度（上下成分）は、最大0.1m／千年程度であった可能性がある。 

 

（南東部） 

琵琶甲断層青野ヶ原地点（横ずれ成分、上下成分） 

活断層研究会編（1991）及び兵庫県（1999）は、琵琶甲断層青野ヶ原地点において、高位段丘

面を刻む谷に屈曲があることに着目した。活断層研究会編（1991）は谷の屈曲量を80－120m、段

丘面の年代を約15万年前としている。また、兵庫県（1999）は谷の屈曲量を50－150m、段丘面の

年代を約20万年前としている。屈曲量には幅があるが、谷の形成は段丘面の形成より後であるこ

とを考慮すると、平均変位速度（横ずれ成分）は0.8m／千年程度であった可能性がある。 

また、活断層研究会編（1991）、兵庫県（1999）及び岡田・東郷編（2000）は、同地点付近に

おいて高位段丘面に5－15mの上下変位を認めている。これから、この地点における平均変位速度

（上下成分）は、0.03－0.1m／千年であった可能性がある。 
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これらの評価を総合すると、山崎断層帯主部の平均変位速度は、北西部においては、左横ずれ

成分が約１m／千年と推定され、上下成分が最大0.1m／千年であった可能性がある。また、南東部

においては左横ずれ成分が約0.8m／千年、上下成分が0.03－0.1m／千年であった可能性がある。 

 

（２）活動時期 

ａ）地形・地質的に認められた過去の活動 

（北西部） 

大原断層古町地点（図２の地点１） 

遠田ほか（1995）は、古町地点におけるトレンチ調査において、北側壁面のスケッチからMS2層

（14C 年代値から８世紀）を切る断層（F3）の存在と、南側壁面のスケッチからこの断層がMS1層

（14C 年代値から17世紀以降）に覆われていることを指摘した。これから、最新活動は８世紀以後

にあったと推定される。 

また、遠田ほか（1995）は、このF3 断層付近でS2層（14C 年代値から約３千４百－３千１百年

前）が撓曲していること及びその上位のG2層は変形していないことを指摘した。G2層の年代は明

らかではないが、その上位のS1層からは14C年代値から６－７世紀という年代が得られていること

から、１つ前の活動は約３千４百年前以後、７世紀以前にあった可能性がある（図５）。 

このほか、同トレンチではG3層堆積以後S2層堆積以前、G4層堆積以後G3層堆積以前にも活動が

あった可能性があるが、これらの地層の年代は明らかにされていない。 

 

大原断層西町地点（図２の地点２） 

岡山県（1996）は、西町地点におけるトレンチ調査において、南側壁面のスケッチより、断層

面がG3層（14C 年代値から９世紀－12世紀）の下部までを変位させている可能性があると指摘した

（図６）。断層変位を受けていないM2層からは11－13世紀の14C年代値が得られている。断層の変

位を受けているG3層下部からは９－11世紀の14C年代値が得られていることから、最新活動は９世

紀以後、13世紀以前にあったと推定される。 

また、岡山県（1996）は、G3層の下位のG2層（14C年代値から約５千７百年前－６世紀）が複雑

に変形しており、礫の再配列も見られることからG2層堆積中にも活動があった可能性を指摘した。

しかし、この変形が最新の活動で生じた可能性が否定できないこと、またトレンチから採取され

た同層中の試料は、その年代値にばらつきがあるため、１回前の活動の信頼性は低い。 

 

土万断層青木地点（図２の地点３） 

兵庫県（1996）は、青木地点においてトレンチ調査を行ったが、壁面からは明瞭な断層面は検

出されなかった。その後、兵庫県（2001）は、兵庫県（1996）の調査結果について再検討を行い、

南東側壁面のB層（14C 年代値から約５千６百－５千４百年前～３千５百－３千３百年前）に含ま

れる材（14C年代値から約３千６百－３千８百年前）が周辺の腐植土とともに流動したような変形

構造が認められるとして、この時期以後に土万断層が活動した可能性を指摘したが、これが最新

活動に該当するかどうかは不明である。 
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安富断層安志地点（図２の地点４） 

岡田ほか（1987）は、安志A地点におけるトレンチ調査において、A6層（14C年代値から１－４世

紀）以下の地層が撓み、A4層（14C 年代値から14－17世紀）に覆われていることから、１世紀以後、

17世紀以前に最新活動があったと指摘した。また、約６千４百年前の地層が断層により引きずり

あげられているのに対してA6層はほぼ水平であることから、これが別の活動であった可能性を指

摘した。しかし、この活動については直接的な証拠ではない。 

また、岡田ほか（1987）は、安志C地点におけるトレンチ調査において、CF1断層がC4層を変位

させ、C2層に覆われていることから、C4層堆積以後C2層堆積以前に最新活動があったものと推定

した。このC4層からは、14C年代値から８－10 世紀の年代と７世紀末から８世紀にかけて使用され

た土器片が、また、C2層からは14C年代値から13－14世紀の年代と12世紀の須恵器片が、それぞれ

得られている。 

さらに、兵庫県（2001）は、兵庫県（1996）が上記地点のすぐ東側で行ったトレンチ調査の結

果を再解釈し、F-1断層が14C年代値が約２千４百年前－５世紀の地層を切断して14C年代値が13－

14世紀の地層に覆われること、F-2断層が14C年代値が約３千１百－２千９百年前の地層を切断して

14C年代値が約２千８百－２千５百年前の地層に覆われること、さらに、14C年代値が約１万－８千

２百年前の地層の変形を14C年代値が約３千１百－２千９百年前の地層が水平に覆っていることな

どから、これらがそれぞれ最新、１回前、２回前の活動であるとした。しかし、兵庫県（1996）

のスケッチ（図７）によれば、最新活動については、断層で切られていると確認できるのは14C年

代値で約２－４世紀を示す地層である。また、１回前とされる活動については、F-2断層が上方で

せん滅するように示され、必ずしも上位の地層に覆われるとは言えないことから、この活動を最

新活動と区別することはできない。さらに、２回前とされる活動については、変形した地層から

約９千１百－８千８百年前の14C年代が得られていることから、この地点での最新活動は２世紀以

後、14世紀以前、１回前の活動は約９千１百年前以後、約２千９百年前以前にあったと推定され

る。 

このほか、兵庫県（1996, 2001）は、この地点のトレンチ調査から、更に古い時期の活動につ

いても言及しているが、これらについては年代を特定することが困難である。 

これらの結果を総合して、この地点においては８世紀以後、14世紀以前に最新活動があったと

推定され、約９千１百年前以後、約２千９百年前以前に１つ前の活動があったと推定される。 

 

暮坂峠断層川戸地点（図２の地点５） 

兵庫県（2001）は、川戸地点でトレンチ調査を行った。この地点では幾つかの小断層が見られ

る。その１つが、B2層（14C年代値から６－７世紀）の基底を変位させ、A層（14C年代値から11－

13世紀）に覆われているとしている。これらの小断層については、変位量が小さいことから、最

大規模の活動ではなく安富断層の活動に伴う副次的な活動であった疑いがあるが、ここでは、こ

の地点では６世紀以後、13世紀以前に最新活動があった可能性があるものとする。 

 

暮坂峠断層奥護持地点（図２の地点６） 

加藤ほか（2007）は、奥護持地点におけるトレンチ調査において、三瓶浮布テフラ（SUk：町田・

新井，2003；約２万－２万１千年前）に由来する火山ガラスを含む地層に変位を与え、鬼界アカ

ホヤテフラ（K-Ah：町田・新井，2003；約７千３百年前）起源の火山ガラスを含む地層に覆われ
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る断層を確認し、約２万１千年前から約７千３百年前までの間に断層活動があったとした（注15）。

また、断層による地層の変位量が20－30cmと小さいことから、トレンチに見られる断層活動は１

回であるとした。なお、加藤ほか（2007）は、本トレンチの結果と護持地点の断層露頭で認めら

れた最新活動（約７千３百年前以後：後述）から、暮坂峠断層は約２万１千年前以後に少なくと

も２回活動しており、その平均活動間隔は最長で１万年程度としている。しかしながら、本トレ

ンチにおいて、護持地点の最新活動が認められていないことから、本トレンチで暮坂峠断層のす

べての活動が記録されているわけではない可能性がある。したがって、ここでは加藤ほか（2007）

により示された平均活動間隔は参考扱いとする。 

 

暮坂峠断層護持地点（図２の地点７） 

兵庫県（2000）は、護持地点におけるトレンチ調査において、何本も存在する小断層の１つが

B2層（14C年代値から９世紀以後）を切断していると指摘した。 

この小断層においても川戸地点と同様に最大規模の活動ではなかった疑いがあるが、９世紀以

後に最新活動があった可能性があるものとする。 

兵庫県（2000）のトレンチ地点に近接する断層露頭（岡田・東郷編，2000）を精査した加藤ほ

か（2007）は、断層変位を受けた堆積物中にK-Ahに由来する火山ガラスを認め、暮坂峠断層の最

新活動が約７千３百年前以後であるとした。 

 

（南東部） 

琵琶甲断層琵琶甲地点（図２の地点８） 

兵庫県（2001）は、琵琶甲地点において兵庫県（2000）が行ったトレンチ調査（図８）及びボ

ーリング調査等の結果を再解釈し、最新活動により断層ⅡがG層（14C 年代値から約４千３百－４

千１百年前～２千４百－２千２百年前を切断してF層（14C年代値から５－６世紀）に覆われている

と指摘した。本評価では、最新活動時期として、G層のうち断層Ⅱの変位を受けていることが確実

な部分から採取された試料の14C年代（約３千６百－３千５百年前）に基づき、約３千６百年前以

後、６世紀以前と推定した。また、兵庫県（2001）は、最新活動に先立つ活動により断層IがH層

を切断してG層に覆われていると指摘している。G層から得られた最も古い14C年代から、その時期

は約４千１百年以前と推定される。しかし、H層は約１万年前以後の沖積層であるとしか判ってい

ないため、活動時期を十分絞り込むことはできないと判断した。これより、このトレンチでは、

約３千６百年前以後、６世紀以前に最新活動があったと推定される。 

産業技術総合研究所（2008）及び吉岡ほか（2008）は、兵庫県（2000）で確認された断層の延

長上で、新期の地層がより厚く堆積していると推定される地点を選定し、トレンチを掘削した（図

９）。トレンチ壁面には、大阪層群の砂礫層（D層）とそれを覆う礫層・腐植質土層（C、B層：C

層はC2層とC1層に細分）が露出し、それらの一部を切る複数の明瞭な断層が確認された（図10）。

そのうちD層よりも上位の地層を明瞭に変位させるF1断層は、トレンチ北西壁面ではV字状の断層

帯を呈し、その間にC2層が引きずり込まれるように分布している。一方、F1断層はC1層にほぼ水

平に覆われている。このことから、最新活動はC2層堆積後、C1層堆積前であったと推定される。

断層変位を受けたC2層から採取された試料のうち、最も若い14C年代を示す試料（試料BW-22）は４

－６世紀（約１千６百－１千５百年前）の年代を示す。一方、断層変位を受けていないC1層から

採取された強腐植質土（試料BW-4）は３－５世紀（約１千８百－１千６百年前）の14C年代を示し、
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C2層の年代よりも古い。産業技術総合研究所（2008）及び吉岡ほか（2008）は、C2層中の試料BW-22

は長辺５mm程度の炭質物片であり、年代値の若返りは考えにくいとしている。このことから、C1

層中から採取された３－５世紀を示す年代試料は二次堆積によるものである可能性が高いと考え

られる。C1層を覆うB層中から採取された有機質堆積物は11－12世紀の14C年代を示し、層序と年代

に矛盾はみられない。これより、このトレンチでは、４世紀以後、12世紀以前に最新活動があっ

たと推定される。 

これらの結果を総合すると、琵琶甲地点における最新活動の時期は４世紀以後、６世紀以前で

あったと推定される。 

 

三木断層大島地点（図２の地点９） 

兵庫県（2000, 2001）は、大島地点においてトレンチ調査及びボーリング調査等を行い、断層

位置の推定と活動時期の特定を試みた。このうちトレンチ調査の結果より、C層以後の地層（14C

年代値から３世紀以後）が水平に堆積しているのに対し、D層以前の地層（14C年代値から約２千８

百－２千４百年前以前）に擾乱が見られることから、約２千４百年前に最新活動があったと指摘

している。但し、このトレンチ調査からは明瞭な断層が見つかっておらず、断層の可能性がある

地層の擾乱が見られるだけである。 

これより、この地点では、最新活動時期に関する評価は行わないこととする。 

 

以上の各地点における過去の活動時期を総合すると、断層帯主部北西部では、９世紀以後、13

世紀以前に最新活動があったと推定され、約３千４百年前以後、約２千９百年前以前に１回前の

活動があった可能性がある。 

また、断層帯主部南東部については、琵琶甲断層の活動履歴から、４世紀以後、６世紀以前に

最新活動があった可能性がある（図12）。 

 

ｂ）先史時代・歴史時代の活動 

岡田・安藤（1979）、遠田ほか（1995）は、大原断層から安富断層にかけての断層帯が868年（貞

観10年）の播磨国地震（M7.1）を発生させた可能性を指摘している。 

また、宇佐美（2003）では播磨国地震の震央は姫路としており、山崎断層の活動によるとも指

摘している。 

これらは地形・地質的に認められた断層帯主部北西部の最新活動時期とは概ね調和する。 

 

これらを総合して、大原断層から安富断層、暮坂峠断層にかけての北西部は、868年（貞観10年）

の播磨国地震（M7.1）を発生させたと推定される。 

 

（３）１回の変位量（ずれの量）（注12） 

（北西部） 

岡山県（1996）は、大原断層西町地点でトレンチ調査を実施した際に、底面に現れた砂層と礫

層の食い違い量から、1.6m の左横ずれ量を検出し、引きずりなどを考慮すると約２mが妥当とし

た。 

また、兵庫県（2001）は、安富断層安志地点でトレンチ調査を実施した際に、B層基底面が断層
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活動を受けて上下変位を起こしていることに着目し、これを１回の活動によるものと見て、上下

方向の変位量を0.2 mとした。 

一方、北西部の長さである約51kmを経験式(1)に適用して得られる１回の活動に伴う変位量は約

5.1mとなる。 

 

これらのことから、北西部の１回の活動に伴う左横ずれ変位量は２－５m程度であった可能性が

あり、上下変位量は約0.2mであった可能性がある。 

なお、トレンチから復元された北西部における１回の変位量（約２m）は、平均変位速度（約１

m／千年）及び平均活動間隔（約１千８百－２千３百年）から得られる値（約1.8－2.3m）とは調

和的である。一方、こうした値は、北西部の長さ（約51km）を経験式(1)に当てはめて得られる値

である約5.1mよりは有意に小さい。このことは、北西部の全長約51kmが１つの活動区間ではなく、

複数の活動区間からなる可能性があることを示している。一方、北西部を構成する各断層でのト

レンチ調査の結果、最新活動はいずれも西暦868年の播磨国地震に対比されることから、全長が１

つの活動区間であり、トレンチで確認された変位量は、最新活動時の代表的な値ではない可能性

もある。 

 

（南東部） 

南東部においては、１回の活動に伴う変位量に関する直接的な資料は得られていないが、南東

部の長さである約31km並びに経験式(1)から１回の活動に伴う変位量が約3.1mと計算されること

から、１回の活動に伴う変位量は３m程度であった可能性がある。 

 

（４）活動間隔 

（北西部） 

大原断層から安富断層及び暮坂峠断層までの北西部については、各断層の過去の活動履歴を考

慮すると、最新活動時期が868年（貞観10年）の播磨国地震、１つ前の活動が約３千４百年前以後、

約２千９百年前以前であるから、平均活動間隔は約１千８百－２千３百年であった可能性がある。 

 

（南東部） 

琵琶甲断層及び三木断層からなる南東部については、最新活動時期が４世紀以後、６世紀以前、

１つ前の活動が約４千１百年前以前であることから、平均活動間隔は約２千５百年以上であった

可能性がある（図12）。一方、平均変位速度（横ずれ成分）0.8m／千年及び断層帯の長さ（約31km）

から経験式(1)を用いて求めた１回の変位量約3.1mより、平均活動間隔は３千９百年程度であった

可能性がある。ここでは、最新活動の１つ前の活動を十分絞り込むことができていないことを考

慮して、平均活動間隔は、平均変位速度と１回の変位量に基づく３千９百年程度であったとする

こととした。 

 

（５）活動区間 

大原断層から安富断層、暮坂峠断層までの北西部の最新活動時期が少なくとも９世紀以後で、

具体的には868年の播磨国地震であったと推定されること、一方、琵琶甲断層に代表されるように

南東部の最新活動時期が６世紀以前であった可能性があることから、少なくとも最新活動時期は、
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北西部及び南東部に活動区間が分けられる。 

 

（６）測地観測結果 

山崎断層帯主部周辺の1887年以降の約100年間の測地観測結果では、東西方向の縮みが見られる

（図３－１）。一方、最近６年間のGNSS連続観測結果では顕著なひずみは見られない（図３－２）。 

 

（７）地震観測結果 

山崎断層帯主部周辺の最近約12年間の地震観測結果によれば、断層帯に沿って、小規模な地震

が多数観測されている（図４－２）。本断層帯付近における地震発生層の下限の深さは20km程度

である（図４－２）。 

 

２．２．３ 山崎断層帯主部の将来の活動 

（１）活動区間と活動時の地震の規模 

大原断層から安富断層・暮坂峠断層までの北西部のみが活動した場合、経験式(2)からM7.7程度

の地震が発生し、その際に断層近傍では過去の活動履歴および経験式(1)から２－５m程度の左横

ずれが生じる可能性がある。 

琵琶甲断層及び三木断層からなる南東部のみが活動した場合、経験式(2)からM7.3程度の地震が

発生し、その際に経験式(1)から断層近傍で３m程度の左横ずれが生じる可能性がある。 

山崎断層帯主部全体が同時に活動する可能性もあり、その場合、全長が約79kmとなることから、

経験式(2)に基づきM8.0程度の地震が発生する可能性がある。 

 

（２）地震発生の可能性 

山崎断層帯主部における将来の地震発生確率は、表４のとおりである。 

平均活動間隔が十分絞り込まれていないため、地震発生確率にも幅があるが、もっとも高い値

に着目すると、本断層帯北西部は今後30年の間に地震が発生する可能性が我が国の主な活断層の

中ではやや高いグループに属することになる。 

断層帯全体が同時に活動する場合の地震発生確率は、北西部及び南東部で個々に地震が発生す

る場合の確率を超えないと考えられる。 

 

２．３ 草谷断層 

２．３．１ 草谷断層の位置・形状 

（１）草谷断層を構成する断層 

草谷断層は、兵庫県三木市から兵庫県加古川市に至る断層で、兵庫県（1999）により新たに確

認された断層である（図１、２）。 

草谷断層は、全体として東北東－西南西方向に延びており、全長は約13kmである。既に述べた

ように、草谷断層は長さが20km未満であることから単独では評価の対象とはならないが、山崎断

層帯主部の南東端に位置する三木断層と非常に近接している上に、兵庫県（2000, 2001）により

詳細な調査がなされており、さらに後述するようにずれの向きが山崎断層帯主部と共役的である

ことから、評価対象に含めることとした。 

 



26 

 

（２）断層面の位置・形状 

草谷断層の一般走向は、断層の両端を端点に持つ線分と考えて、N58°Eとなる。 

断層面の上端の深さは、断層面が地表に現れている部分が各所にあることから、０kmとなる。 

断層面の傾斜は、地表のトレースがほぼ直線状であること等の断層変位地形から、ほぼ垂直で

ある可能性がある。 

断層面の幅は、後述するように、地震発生層の下限の深さが約15kmであること及び地下深部に

おける断層面の傾斜が地表付近と同様であるとすれば断層面がほぼ垂直であると推定されること

から、約15kmである可能性がある。 

 

（３）断層の変位の向き（ずれの向き）（注12） 

草谷断層は、断層変位地形から判断すると、北西側に隆起成分を持つような右横ずれ断層であ

ると考えられる。なお、局所的に地溝状の変形を与えている。 

 

２．３．２ 草谷断層の過去の活動 

（１）平均変位速度（平均的なずれの速度）（注12） 

兵庫県（1999）は、加古郡稲美町草谷付近の高位段丘Ⅱ面に５mの上下変位を検出し、条線の方

向から約40 mの横ずれ変位があるものと推定した。また、兵庫県（2001）は、三木市福井付近の

高位段丘面を刻む谷に約30mの屈曲を認めている。 

高位段丘面の形成時期を約20万年前と考えると、この地点における平均変位速度（横ずれ成分）

は、約0.2m／千年であった可能性がある。 

 

（２）活動時期 

ａ）地形・地質的に認められた過去の活動 

兵庫県（2000, 2001）は、草谷地点でトレンチ調査を行い、南西側壁面で、断層が14C年代値が

４－６世紀である地層を切り、14C年代値が10－12世紀である地層に覆われていると指摘した（図

11）（図２の地点10）。 

また、兵庫県（2000, 2001）は、同地点の北東側壁面で、別の断層が固結度から沖積層である

と推定される地層の下部を切り、この地層の上部に覆われていると指摘しているが、この地層の

年代は不明である。 

これより、この地点では４世紀以後、12世紀以前に最新活動があったと推定される。 

 

ｂ）先史時代・歴史時代の活動 

この地域における４世紀以後12世紀以前の顕著な歴史地震は、山崎断層帯主部北西部の最新活

動である868年（貞観10年）の播磨国地震（M7.1）が代表的であるが、それよりも古い時期に記録

に残らない地震が発生していた可能性も考えられるため、播磨国地震が草谷断層の活動に対応し

ているかどうかは不明である。 

 

（３）１回の変位量（ずれの量）（注12） 

草谷断層では、１回の活動に伴う変位量に関する直接的な資料は得られていないが、断層の長

さである約13km並びに経験式(1)から１回の活動に伴う変位量は約1.3mと計算されることから、１
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回の活動に伴う右横ずれ変位量としては１m程度であった可能性がある。 

 

（４）活動間隔 

兵庫県（2000, 2001）が草谷地点で行ったトレンチ調査において、北東側壁面の断層を１回前

の活動だと考えると、この断層が下部を切っている地層が沖積層であると推定されることから、

平均活動間隔は数千年程度であった可能性がある。 

なお、平均変位速度（約0.2m／千年）と１回の変位量（約1.3m、経験式(1)を使用）からは、平均

活動間隔として６千５百年程度という値が得られる。ここでは、平均活動間隔として６千５百年

程度を採用する。 

 

（５）活動区間 

断層全体で１区間をなして活動したと推定される。 

なお、兵庫県（2001）は、本断層が琵琶甲断層、三木断層と同時に活動した可能性を指摘して

いる。 

 

（６）測地観測結果 

草谷断層周辺の1887年以降の約100年間の測地観測結果では、東西方向の縮み、南北方向の伸び

が見られる（図３－１）。最近６年間のGNSS連続観測結果では、東西方向の縮み、南北方向の伸

びが見られる（図３－２）。 

 

（７）地震観測結果 

山崎断層帯周辺の最近12年間の地震観測結果によれば、草谷断層周辺では、山崎断層帯主部よ

りも地震発生数は少ないものの、小規模な地震が観測されている（図４－３）。本断層付近にお

ける地震発生層の下限の深さは15km程度である（図４－３）。 

 

２．３．３ 草谷断層の将来の活動 

（１）活動区間と活動時の地震の規模 

断層全体が同時に活動するとして、断層の全長が約13kmであることから、経験式(2)からM6.7程

度の地震が発生する可能性がある。また、その際に経験式(1)から断層近傍では１m程度の右横ず

れが生じる可能性がある。 

 

（２）地震発生の可能性 

草谷断層の将来の地震発生確率は、表６に示すとおりである。 

 

３．今後に向けて 

今回の評価では、山崎断層帯主部南東部の最新活動時期を絞り込むデータが得られたことによ

り、同区間の将来の地震発生確率についてより信頼度の高い評価とすることができた。しかしな

がら、山崎断層帯の長期評価について次のような課題が残されている。 

那岐山断層帯は、過去の活動履歴がほとんど知られていないことから、過去の活動履歴全般に

ついて更なる調査が必要である。 
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山崎断層帯主部では、全体的に平均活動間隔に関する信頼性の高いデータが得られていない。

また、本断層帯の南東部は、その形状が明瞭ではなく、北西部と最新活動時期が異なる上に、三

木断層については過去の活動履歴に関する信頼性が低いと考えられる。南東部と北西部の位置関

係及び連動の有無を明らかにする観点並びに過去の活動履歴の信頼性を向上させる観点から、更

なる調査が必要である。北西部については全体を一つの活動区間としたが、暮坂峠断層について

は最新活動に先行すると評価した断層活動（約３千４百年前以後、約２千９百年前以前）の痕跡

は求められておらず、別の活動区間である可能性もある。また、断層帯主部の北西部における１

回の変位量に関しては、トレンチから復元された値は、平均的変位速度と平均活動間隔から求め

られた値と調和的であるのに対して、断層の長さを経験式に当てはめて得られた値より有意に小

さい。このことは、北西部の全体が１つの活動区間ではなく、複数の活動区間からなる可能性が

あることを示している。一方、北西部を構成する各断層での最新活動はいずれも西暦868年の播磨

国地震に対比されることから、全長が１つの活動区間であり、限定的なトレンチ調査で確認され

た変位量が最新活動時の代表的な値ではない可能性もある。北西部における活動区間を明らかに

するためには、各断層について最新活動に先行する断層活動の時期やその際の変位量を明らかに

する必要がある。 

草谷断層では、平均活動間隔の信頼性が低い上に、最新活動時期も十分絞り込まれていないた

め、これらの信頼性を向上させる観点で更なる調査が必要である。 

 

 

注12：「変位」を、１－３頁の本文及び6－12頁の表１、３、５では、一般にわかりやすいように「ずれ」という

言葉で表現している。ここでは専門用語である「変位」が、本文や表１の「ずれ」に対応するものであるこ

とを示すため、両者を併記した。以下、文章の中では「変位」を用いる。なお、活断層の専門用語では、「変

位」は切断を伴う「ずれの成分」と、切断を伴わない「撓（たわ）みの成分」よりなる。 

注13：20,000年BP よりも新しい放射性炭素同位体年代（14C年代）については、較正曲線としてIntCal09 (Reimer 

et al., 2009)を用いたOxCal4.1 (Bronk Ramsey, 1995, 2001)に基づいて暦年補正し、原則として1σの範囲

の数値で示した。このうち2,000年前よりも新しい年代値は世紀単位で示し、2,000年前よりも古く、10,000

年前よりも新しい年代値については、四捨五入して百年単位で、10,000年前よりも古い年代値は四捨五入し

て千年単位で示した。また、20,000年BP よりも古い14C年代については、Kitagawa and van der Plicht（1998）

のデータに基づいて暦年補正した値を用いた。 

注14：姶良Tn（AT）火山灰層の降下年代値は、日本第四紀学会第四紀露頭集編集委員会編（1996）、小池・町田

編（2001）等から25,000年BP とし、暦年補正して約２万８千年前とした。 

注15：加藤ほか（2007）は、SUkの降灰年代を約２万年前としているが、ここでは町田・新井（2003）に従い、約

２万－２万１千年前とした。 
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図３－１ 山崎断層帯及びその周辺における1887年以降の約100年間の水平ひずみ分布 

（国土地理院作成） 

 

図３－２ GNSS連続観測による山崎断層帯及びその周辺における最近６年間の水平ひずみ分布 

（国土地理院作成） 
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図４－１ 那岐山断層帯沿いの地震活動（気象庁作成） 

i）山崎断層帯周辺の震源分布図（2001年１月１日～2013年５月16日）。深さ30km以浅。M≧-1。ii）領域ａ内の

Ａ－Ｂ断面図。iii）領域ａ内のＢ－Ｃ断面図。iv）領域ａ内のＭ－Ｔ図と回数積算図（地震活動経過図）。 
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図４－２ 山崎断層帯主部沿いの地震活動（気象庁作成） 

i）山崎断層帯周辺の震源分布図（2001年１月１日～2013年５月20日）。深さ30km以浅。M≧-1。ii）領域ａ内の

Ａ－Ｂ断面図。iii）領域ａ内のＢ－Ｃ断面図。iv）領域ａ内のＭ－Ｔ図と回数積算図（地震活動経過図）。 
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図４－３ 草谷断層沿いの地震活動（気象庁作成） 

i）山崎断層帯周辺の震源分布図（2001年１月１日～2013年５月20日）。深さ30km以浅。M≧-1。ii）領域ａ内の

Ａ－Ｂ断面図。iii）領域ａ内のＢ－Ｃ断面図。iv）領域ａ内のＭ－Ｔ図と回数積算図（地震活動経過図）。 
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図５ 大原断層古町地点のトレンチスケッチ（遠田ほか、1995に一部加筆） 

図の年代値は、暦年未補正の放射性炭素同位体年代。 

主な年代値を暦年補正すると以下のようになる。 

（紀元後は世紀単位で表示。また、紀元前は100年単位で四捨五入して表示） 

164±55（MS1層、北面右上）  → 17世紀以降 

1299±62（MS2層、南面中央） → ７－８世紀 

1468±70（ S1層、北面右端） → ６－７世紀 

3019±62（ S2層、北面左端） → 約３千４百－３千１百年前 
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図６ 大原断層西町A’トレンチ南側壁面（岡山県、1996に一部加筆） 

右端に断層があり、その上端がG3層の下部を切ってM2層に覆われている。 

地層の年代値決定に使用したサンプルの暦年補正値は次のとおり。（その他は使用せず） 
NS01（G3層） 960±40 y.BP → 11-12世紀   NS18（G3層） 1080±70 y.BP → ９－11世紀 

NS02（G3層） 920±70 y.BP → 11-12世紀   NS04（M2層） 840 ±60y.BP → 11-13世紀 

なお、図中に散在する白い横長の長方形は、壁面崩壊を防ぐための土留めである。
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図７ 安富断層安志トレンチ（兵庫県、1996に一部加筆） 

イベントの年代値確定に使用したサンプルの年代値は下記のとおりである。 
A-1層 AN-23（ 710±50y.BP）→ 13－14世紀           B-1層 AN-25（1800±50y.BP）→ ２－４世紀 

B-3層 AN-15（2840±50y.BP）→ ３千１百－２千９百年前  C-2層 AN-33（7990±50y.BP）→ ９千１百－８千８百年前 

西側壁面 

南側壁面 

東側壁面 
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図８ 琵琶甲断層琵琶甲トレンチ（兵庫県、2000） 

上が北西壁面、下が南東壁面である。年代値の暦年補正後の値は下表参照。なお、図中の年代値は

炭素同位体分別補正前の値を示す。 
260±60yBP→16世紀以降  2870±60yBP→約３千１百-２千９百年前  3760±40yBP→約４千３百-４千１百年前 

1350±40yBP→７-８世紀    3310±40yBP→約３千６百-３千５百年前  2220±70yBP→約２千４百-２千２百年前 

1090±70yBP→９-11世紀   2870±60yBP→約３千１百-２千９百年前  2800±40yBP→約３千–２千９百年前 

1520±30yBP→５-６世紀    2240±40yBP→約２千４百-２千２百年前  2580±30yBP→約２千８百年前 

1570±60yBP→５-６世紀    3610±60yBP→約４千１百-３千９百年前   960±40yBP→11-12世紀 
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図９ 産業技術総合研究所（2008）による琵琶甲地点のトレンチ調査位置図 

図中の「今回トレンチ位置」が産業技術総合研究所（2008）のトレンチ位置に該当。 
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図10 琵琶甲トレンチの北西壁面断層近傍部分スケッチ（産業技術総合研究所，2008に一部加筆） 
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図11 草谷断層トレンチ解釈図 兵庫県（2000）、上が南西壁面、下が北東壁面 

暦年補正後の主な年代値は下記のとおり。なお、図中の年代値は炭素同位体分別補正前の値を示

す。 
* を附したものは、上図中に示されていないが、地層の年代決定に使用した年代値サンプルである。 

* 950±60yBP→11－12世紀（D層） 1000±70yBP→10－12世紀（D層） 

1700±40yBP→４－６世紀（E層）  1880±60yBP→１－４世紀（E層）  1880±60yBP→ １－３世紀（E層） 

1850±60yBP→ １－３世紀（E層）  1530±40yBP→６－７世紀（G層） 

1980±70yBP→約２千１百－１千９百年前（E層）  2120± 70yBP→約２千２百－２千１百年前 （E層） 
2180±70yBP→約２千４百－２千１百年前 （E層） 8110±130yBP→約９千３百－８千８百年前（E層） 

2200±50yBP→約２千４百－２千１百年前（G層）  2520± 60yBP→約２千８百－２千６百年前（G層） 
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図12 山崎断層帯の活動の時空間分布 
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表７ 山崎断層帯主部（北西部）の将来の地震発生確率及び参考指標 

項 目 将来の地震発生確率等（注16） 備 考 

 

地震後経過率（注10） 

 

今後30 年以内の発生確率 

今後50 年以内の発生確率 

今後100 年以内の発生確率 

今後300 年以内の発生確率 

 

集積確率（注11） 

 

0.5－0.6 

 

0.09%－１% 

0.2%－２% 

0.4%－４% 

３%－20% 

 

0.2%－４% 

発生確率及び集積確率は

地震調査研究推進本部地

震調査委員会（2001）参照。 

 

指標(1) 経過年数 

指標(1) 比 

 

指標(2) 

指標(3) 

指標(4) 

指標(5) 

 

ﾏｲﾅｽ５百年－ﾏｲﾅｽ１百年 

0.7－0.9 

 

0.06－0.6 

0.2%－４% 

0.008－0.08 

0.0004－0.0006 

地震調査研究推進本部地

震調査委員会長期評価部

会（1999）参照。 

 

表８ 山崎断層帯主部（南東部）の将来の地震発生確率及び参考指標 

項 目 将来の地震発生確率等（注16） 備 考 

 

地震後経過率（注10） 

 

今後 30年以内の地震発生確率 

今後 50年以内の地震発生確率 

今後100年以内の地震発生確率 

今後300年以内の地震発生確率 

 

集積確率（注11） 

 

0.4 

 

ほぼ０%－0.01% 

ほぼ０%－0.02% 

0.002%－0.04% 

0.03%－0.3% 

 

ほぼ０%－0.03% 

発生確率及び集積確率は

地震調査研究推進本部地

震調査委員会（2001）参

照。 

 

指標(1) 経過年数 

指標(1) 比 

 

指標(2) 

指標(3) 

指標(4) 

指標(5) 

 

ﾏｲﾅｽ１千３百年－ﾏｲﾅｽ１千１百年 

0.5－0.6 

 

0.0005－0.01 

0.0008%－0.03% 

0.00007－0.002 

0.0003 

地震調査研究推進本部地

震調査委員会長期評価部

会（1999）参照。 

※那岐山断層帯は、最新活動時期が判明していないため、将来の地震発生確率をポアソン過程で求めて

いる。従って、山崎断層帯主部や草谷断層のような参考指標は算出しない。 
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表９ 草谷断層の将来の地震発生確率及び参考指標 

項 目 将来の地震発生確率等（注16） 備 考 

 

地震後経過率（注10） 

 

今後 30年以内の発生確率 

今後 50年以内の発生確率 

今後100年以内の発生確率 

今後300年以内の発生確率 

 

集積確率（注11） 

 

0.1－0.3 

 

ほぼ０% 

ほぼ０% 

ほぼ０% 

ほぼ０% 

 

ほぼ０% 

発生確率及び集積確率は

地震調査研究推進本部地

震調査委員会（2001）参

照。 

 

指標(1) 経過年数 

指標(1) 比 

 

指標(2) 

指標(3) 

指標(4) 

指標(5) 

 

ﾏｲﾅｽ３千６百年 － ﾏｲﾅｽ２千７百年 

0.2－0.4 

 

ほぼ０ 

ほぼ０% 

ほぼ０ 

0.0002 

地震調査研究推進本部地

震調査委員会長期評価部

会（1999）参照。 

 

注16：評価時点はすべて2013年１月１日現在。「ほぼ０%」は10-3%未満の確率値を、｢ほぼ０｣は10-5未満の

数値を示す。なお、計算に用いた平均活動間隔の信頼度は低い（△）ことに留意されたい。 

指標(1) 経過年数 ：当該活断層での大地震発生の危険率（１年間当たりに発生する回数）は、最新活動（地

震発生）時期からの時間の経過とともに大きくなる（BPT分布モデルを適用した場合

の考え方）。一方、最新活動の時期が把握されていない場合には、大地震発生の危険

率は、時間によらず一定と考えざるを得ない（ポアソン過程を適用した場合の考え方）。 

この指標は、BPT分布モデルを適用した場合の危険率が、ポアソン過程を適用した場

合の危険率の値を超えた後の経過年数である。値がマイナスである場合は、BPT分布

モデルを適用した場合の危険率がポアソン過程を適用した場合の危険率に達してい

ないことを示す。ポアソン過程を適用した場合の危険率は、山崎断層帯主部北西部の

場合２千３百分の１－１千８百分の１（0.0004－0.0006）であり、いつの時点でも一

定である。 

BPT分布モデルを適用した場合の危険率は時間とともに増加する。BPT分布モデルを適

用した場合の危険率がポアソン過程を適用した場合の危険率に達するには、山崎断層

帯主部北西部の場合は今後１百年から５百年を要することになる。 

指標(1)比        ：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間をAとし、BPT分布モデルを適

用した場合の危険率がポアソン過程を適用した場合の危険率を超えるまでの時間をB 

とした場合において、前者を後者で割った値（A/B）である。 

指標(2)          ：BPT 分布モデルを適用した場合と、ポアソン過程を適用した場合の評価時点での危険

率の比。 

指標(3)          ：評価時点での集積確率（前回の地震発生から評価時点までに地震が発生しているはず

の確率）。 

指標(4)          ：評価時点以後30年以内の地震発生確率の値をBPT分布モデルでとりうる最大の地震発

生確率の値で割った値。 

指標(5)          ：ポアソン過程を適用した場合の危険率（１年間あたりの地震発生回数）。 
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付表 

 

地震発生確率等の評価の信頼度に関する各ランクの分類条件の詳細は以下のとおりである。 

ランク 分類条件の詳細 

a 
発生確率を求める際に用いる平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも

高く（◎または○）、これらにより求められた発生確率等の値は信頼性が高い。 

b 
平均活動間隔及び最新活動時期のうち、いずれか一方の信頼度が低く（△）、こ

れらにより求められた発生確率等の値は信頼性が中程度。 

c 
平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも低く（△）、これらにより求

められた発生確率等の値は信頼性がやや低い。 

d 

平均活動間隔及び最新活動時期のいずれか一方または両方の信頼度が非常に低く

（▲）、発生確率等の値は信頼性が低い。このため、今後の新しい知見により値

が大きく変わる可能性が高い。または、データの不足により最新活動時期が十分

特定できていないために、現在の確率値を求めることができず、単に長期間の平

均値を確率としている。 
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<付録> 
山崎（やまさき）断層帯については平成 19 年度の産業技術総合研究所によるトレンチ調査な

どにより新たな知見が得られたことから、これらに基づき再検討を行い、過去の活動履歴などに

ついて改訂を行った。 

以下に、改訂となった項目とその値について、前回の評価と今回の評価の対比表を示す。なお、

評価にあたっては、下表に示す数値のほか各値を求めた根拠についても一部改訂していることに

留意されるとともに、その詳細については評価文を参照されたい。 

また、本評価では、放射性炭素同位体年代（14C 年代）について、Bronk Ramsey (1995，2001)

に基づいた方法によって暦年補正を行っていることから、過去の活動時期の一部が前回の評価

（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2003）から変更となっている（注 13）。このため、那

岐山断層帯、山崎断層帯主部北西部及び草谷断層では、過去の活動履歴に関する新たな資料が得

られていないものの、地震発生確率に変更が生じていることに留意する必要がある。 

さらに、本評価では、１回の地震で活動する断層の長さとずれの量との関係について、松田ほ

か（1980）による経験式を採用した。これに伴い、過去の活動履歴に関する新たな資料は得られ

ていないものの、那岐山断層帯、山崎断層帯主部北西部及び同南東部では１回のずれの量に、ま

た那岐山断層帯及び草谷断層では、平均活動間隔及び地震発生確率に変更が生じていることに留

意する必要がある。 

各断層帯の位置、長さ及び一般走向の変更は、地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価

部会（2010）に示された記述の仕方に従ったことによる。 

 

那岐山断層帯の評価についての新旧対比表※ 

項目 
前回の評価 

（平成 15年 12 月 10日） 
今回の評価 

（平成 25年７月 19日） 

断層帯の位置・

形状 

地表における断層帯の位

置・形状 

断層帯の位置 

（西端）北緯 35°07′ 

    東経 133°54′ 

（東端）北緯 35°09′ 

    東経 134°13′ 

地下における断層面の位

置・形状 

 一般走向 N80°E 

 幅    不明 

（地震発生層の下限の深さ

は 15－20km） 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

地表における断層帯の位置・形

状 

断層帯の位置 

（西端）北緯 35°06.9′ 

    東経 133°53.1′ 

（東端）北緯 35°09.1′ 

    東経 134°13.7′ 

地下における断層面の位置・形

状 

 一般走向 N82°E 

 幅    不明 

（地震発生層の下限の深さは

約 15km） 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

１回のずれの量 約２－３m（上下成分） △ ２－３m程度（上下成分） △ 

平均活動間隔 約３万－４万年 △ ２万４千－５万３千年程度 △ 

地震発生確率 
（30年） 

0.07%－0.1% ｄ 0.06%－0.1% ｄ 

 

山崎断層帯主部の評価についての新旧対比表※ 

項目 
前回の評価 

（平成 15年 12 月 10日） 

今回の評価 

（平成 25年７月 19日） 

断層帯の位置・

形状 

地表における断層帯の位

置・形状 

断層帯の位置 

（北西部） 

 

 

 

 

地表における断層帯の位置・形

状 

断層帯の位置 

（北西部） 
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（北西端）北緯 35°08′ 

東経 134°16′ 

（南東端）北緯 34°53′ 

      東経 134°43′ 

（南東部） 

（北西端）北緯 34°58′ 

      東経 134°45′ 

（南東端）北緯 34°47′ 

      東経 135°00′ 

 長さ 約 80km 

  うち南東部 約 30km 

 

地下における断層面の位

置・形状 

 一般走向 

（北西部）N60°W 

（南東部）N50°W 

◎ 

 

◎ 

 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

◎ 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

（北西端）北緯 35°08.4′ 

東経 134°16.0′ 

（南東端）北緯 34°53.2′ 

      東経 134°43.8′ 

（南東部） 

（北西端）北緯 34°57.5′ 

      東経 134°45.2′ 

（南東端）北緯 34°47.0′ 

      東経 135°00.8′ 

 長さ 約 79km 

  うち南東部 約 31km 

 

地下における断層面の位置・形

状 

 一般走向 

（北西部）N57°W 

（南東部）N51°W 

◎ 

 

◎ 

 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

◎ 

 

 

 

 

◎ 

◎ 

過去の活動時期 

（南東部） 

活動１（最新活動） 

約３千６百年前以後、 

６世紀以前 

 

 

△ 

 

（南東部） 

活動１（最新活動） 

４世紀以後、６世紀以前 

 

 

 

○ 

 

１回のずれの量 

（北西部） 

約２m（左横ずれ成分） 

（南東部） 

２m程度（左横ずれ成分） 

 

○ 

 

△ 

（北西部） 

２－５m程度（左横ずれ成分） 

（南東部） 

３m程度（左横ずれ成分） 

 

△ 

 

△ 

平均活動間隔 （南東部）３千年程度 △ （南東部）３千９百年程度 △ 

地震発生確率 
（30年） 

（北西部） 

0.06%－0.8% 

（南東部） 

0.03%－５% 

 

b 

 

c 

（北西部） 

0.09%－１% 

（南東部） 

ほぼ０%－0.01% 

 

b 

 

c 

地震後経過率 
（南東部） 

0.5-1.2 

 

b 

（南東部） 

0.4 

 

b 

 

草谷断層の評価についての新旧対比表※ 

項目 
前回の評価 

（平成 15年 12 月 10日） 

今回の評価 

（平成 25年７月 19日） 

 断層の位置・

形状 

地表における断層の位置・形

状 

 断層の位置 

（北東端）北緯 34°47′ 

東経 135°00′ 

（南西端）北緯 34°44′ 

      東経 134°53′ 

地下における断層面の位

置・形状 

 一般走向 N60°E 

 幅 20km 

 

 

 

◎ 

 

◎ 

 

 

 

◎ 

○ 

地表における断層の位置・形状 

 

 断層の位置 

（北東端）北緯 34°47.3′ 

東経 135°00.1′ 

（南西端）北緯 34°43.6′ 

     東経 134°53.1′ 

地下における断層面の位置・形

状 

 一般走向 N58°E 

 幅 15km 

 

 

 

◎ 

 

◎ 

 

 

 

◎ 

○ 

過去の活動時期 
活動１（最新活動） 

５世紀以後、12 世紀以前 

 

○ 

活動１（最新活動） 

４世紀以後、12 世紀以前 

 

○ 
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平均活動間隔 ５千年程度 △ ６千５百年程度 △ 

地震後経過率 0.2-0.3 b 0.1-0.3 b 

対比表に示した（◎、○、△）及び（a、b、c、d）については信頼度を示す。それぞれの詳細に

ついては、表４及び表８を参照のこと。 
※変更が生じた項目のみ表示。調査等で新たなデータが得られたことにより改訂されたパラメー

タについて、下線で示す。 


